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平成１８年１２月１１日 

大阪市国民保護協議会 第３回企画部会 会議録 

 

（事務局：危機管理室長） 

 それでは、ただ今から「大阪市国民保護協議会 企画部会」を始めさせてい

ただきます。私は、本日の司会を務めさせていただきます、大阪市危機管理室

長の千福でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

 まず最初に、委員の皆様方には、本日の企画部会は、「大阪市国民保護協議会

運営要綱 第７条」の規定に基づきまして、公開で行われることをお知らせい

たします。本日は、１名の方が傍聴されておりますので、ご報告申し上げます。 

 

 また、本日ご出席の委員の皆様方は、お手元にお配りいたしました配席表の

とおりでございまして、２名の委員、大阪府医師会の酒井委員と女性防火クラ

ブの松本委員が所用により欠席されております。 

 また、大阪府の委員につきましては、本日は出席ということで聞いておりま

すが、若干遅れておられますので、現在３名欠席ということで会議を進めさせ

ていただいたところでございます。 

 それでは、ただ今から、大阪市国民保護協議会 企画部会を開催いたします。

開会にあたりまして、林部会長から、ご挨拶をいただきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 

（部会長：林教授） 

それでは一言ご挨拶をさせていただきたいと思います。 

年末のお忙しいところ、お集りいただきましてありがとうございます。この

国民保護協議会の企画部会も今日で３回目、そして、予定では本年度最後とい

うことになっております。それで、今日はこれまでやってまいりましたパブリ

ックコメントの結果を基に、素案を原案としてまとめ最終の親の委員会への答

申案を取りまとめる大切な会となりますので、できるだけ幅広くご議論をいた

だいて、より良い原案にしていきたいと思いますので、活発なご議論をよろし

くお願い申し上げます。 

以上のお願いをさせていただいて、冒頭の挨拶に変えさせていただきます。

よろしくお願いします。 
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（事務局：危機管理室長） 

どうもありがとうございました。それでは、議事に入ります前に、お手元に

お配りいたしております資料の確認をさせていただきたいと存じます。 

 上から順に、「議事次第」、「部会委員名簿」、「配席表」、「配付資料一覧」、 

「資料１ 国際人道法について（ジュネーヴ条約を中心に）」、 

「資料２ （仮称）大阪市国民保護計画（案）」、 

「資料３ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）に関するパブリック・コメン

トの実施結果について」、 

「資料４ 『避難実施要領のパターン』のイメージ」 

「資料５ 国民保護法（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関

する法律）（抜粋）」 

「資料６ 計画策定スケジュール（案）」  

でございます。 

 お手元の資料に過不足等、ございませんでしょうか。大丈夫でしょうか？ 

 それでは、次に進めさせていただきます。 

 企画部会の議長は、「運営要綱第６条第２項」の規定に基づきまして、部会長

が議長となっていただくということと定められておりますので、以降の議事進

行につきましては、林部会長にお願いをしたいと存じます。 

 それでは、林部会長よろしくお願いいたします。 

 

（議長：林部会長） 

 それでは、ただ今から、議事に入らせていただきます。 

 今日の企画部会では、先ほど申し上げましたとおり、９月の第２回協議会で

承認されました「計画素案」について、大阪市で実施していただきましたパブ

リック・コメントの結果を踏まえ、第３回協議会で市長に対して答申いたしま

す「計画案」の審議ということが主要議題になっております。 

ですが、審議に入ります前に、本日の審議の参考としていただきますために、

「日本赤十字社大阪府支部 神谷尚孝事業課長」、今日代理でご出席いただいて

おりますので、神谷課長のほうから国際人道法に関するご講演を行っていただ

こうと考えております。ご講演の詳細につきましては、事務局のほうからご説

明をお願いしたいと思います。 

 

（事務局：住民保護企画担当課長） 

 大阪市危機管理室住民保護企画担当課長の内藤でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。 

ただ今、議長よりご紹介いただきましたとおり、本日の企画部会におきまし
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て、日本赤十字社 大阪府支部の神谷尚孝様より、ジュネーヴ条約を中心とし

た国際人道法につきましてご講演をいただきたいと考えております。 

 国際人道法につきましては、本計画の基本方針といたしまして「国際人道法

の的確な実施」を掲げますなど、計画の重要な要素でございまして、この部会

におきましてもこれまで何度かご意見・ご質問をいただいて参りましたが、国

際人道法に関する体系だったご説明は、事務局としては難しいところがござい

ます。 

 神谷様は、本協議会の幹事にご就任いただいておりまして、また、本日は日

本赤十字社 大阪府支部の倉内委員のご代理でご出席していただいております

が、日本赤十字社大阪府支部の事業課長として、国際人道法に精通しておられ

ますことから、ご講演をお願いした次第でございます。 

 後ほどご紹介させていただきますパブリック・コメントの中でも、ジュネー

ヴ条約に関するご意見をいただいております。委員の皆様におかれましては、

国際人道法に関するご講演をお聞きいただきまして、審議のご参考としていた

だけましたらと考えておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

（議長：林部会長） 

 講演の時間は４０分程度を予定しておりますので、ご静聴いただけたらと思

います。それでは、神谷課長よろしくお願いします。 

 

 

［神谷課長 講演］ 

 

 ご紹介いただきました、日本赤十字社大阪府支部事業課の神谷でございます。

私ども日本赤十字社は、ジュネーヴ条約の普及が一番の仕事でございまして、

あらゆる機会を通じてその普及を行っているところです。本日はこの席をお借

りしまして、皆様に少しでもジュネーヴ条約について理解いただければと思っ

ております。また、こういう機会をいただきましたことを感謝申し上げます。

よろしくお願いいたします。 

何分、不慣れでございますので、わかりにくいところが多々あろうかと思い

ますが、今日の内容につきましては、だいたい４０分ぐらいで、職員研修の中

でも、最低限、このぐらいは押さえておいてほしいという内容を中心にいたし

ておりますので、お付き合いの程をよろしくお願いいたします。 

 
○ 国際人道法とは 
まず最初に、国際人道法についてですが、ジュネーヴ条約は一言で言います
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と、赤十字条約とも呼ばれまして、このジュネーヴ条約の歴史がそのまま赤十

字の歴史でございます。世界の中の赤十字の一社といたしまして、日本赤十字

社は明治 10 年に創立されました。 

今回の国民保護法の関係では、私ども日本赤十字社がかねてから日本国政府

に加入を進言しておりました、ジュネーヴ条約の第一及び第二追加議定書につ

きましても法の成立に合わせて２００４年８月３１日に加入しました。このこ

とは意義深く、この機会を通じて、特に皆さんにジュネーヴ条約についてのご

理解をよりいっそう進めていこうというところでございます。 

お手元に画面の資料があろうかと思いますので、順次、進めさせていただき

ます。国際人道法についてですが、国際人道法（IHL）というのですが、国際人

道法という法は実はございません。それでは、「国際人道法、とはいったい何な

のだ？」と申しますと、武力紛争の際、国際的に適用されるジュネーヴ諸条約

を中心とした国際慣習法です。 

国際慣習法とは、全ての国が守る義務がある国際社会の共通規範です。一般

に国際条約でございますので、条約の未締結国、条約に加入していない国はそ

の条約に縛られることはないのですが、１９５１年のジェノサイド条約「集団

殺害罪の防止及び処罰に関する条約」などでは日本は条約に入っていないので

すが、入っていなくても守るであろうと。ずっと遡れば「日米和親条約」にも

書いてあるのですが、アメリカの船員が来たときに、薪、燃料、食料を提供し

なさい。海難者を救助しましょうと。おぼれている人を見たら知らない顔をし

て通り過ぎるのかと言えば、それはいちいち法に書かなくても、それは救助す

るだろうと。 

言わば、当たり前のことを、批准していなくても国際慣習法といいましょう。

この中にある条約であると言いましょうと。国際人道法というのは、そういう

意味では国際慣習法の代表的なものであるといえます。 

 
○ 国際人道法の目的 
国際人道法の目的は、武力紛争のもたらす不必要な犠牲や損害を防止しまし

ょう。戦争、戦い、武力紛争という極限の状況下でも、人間として守るべき最

低のルールを守りましょう。敵対行為に参加しない全ての人を保護しましょう

というものです。 

でも、こういう約束事をする前に、戦争をしなかったらいいではないかとい

うのが当たり前のことですが、どんな努力をしても、戦争は無くならないんで

すね。この世に犯罪、火事がなければ、警察も消防も要らない。でも犯罪は無

くなりませんし、火事も無くすことができない。戦争は国連憲章の第２条第４

項でしてはいけないと書いてあるのですが、それでも無くならない。では、そ
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の時に戦闘行為に参加しない全ての人を保護するためにはどうしたらいいのか

と。また戦闘行為に参加しないということですので、参加していたけれど、も

う参加するのを止めた傷ついた兵士など、白旗を挙げた人をどのように保護し

ていこうということを決めるために国際人道法というものがある、ということ

になります。 

 

○ 豆知識 
今現在、国連の加盟国は１９２か国ございます。全世界の国が入っている訳

ではありません。ジュネーヴ４条約に加盟している国は１９４か国あります。

ジュネーヴ条約第１追加議定書、第２追加議定書の加入国はスライドのとおり

です。赤十字赤新月社、この「赤新月」という名称はご存じない方もおられる

でしょうが、赤十字社が全世界、ジュネーヴ条約に加入している１９４か国の

中で、１８５に社があるということです。 

最近の ICRC（赤十字国際委員会：各国の赤十字または赤新月社を認証する組

織）で、また国際的武力紛争における仲立ちで人道的役割を果たす組織を、ICRC 

赤十字国際委員会といいますが、そこのホームページにもジュネーヴ４条約に

１９４か国が加入した。全世界のいわゆる国といわれる国の全てが加入した初

めての条約が、このジュネーヴ条約であること。これによってジュネーヴ条約

は、本当に全世界の共通規範、普遍的な条約になったのだと、そのホームペー

ジの中に記されております。 

また、第１、第２追加議定書で加入国数が違うのですが、ちなみにアメリカ

は追加議定書に加入はしておりません。 

 
○ 国際人道法に属するもの 
国際人道法に属する代表的な条約をスライドで示しています。 

ジュネーヴ条約は武力紛争における犠牲者の保護が目的で作られているので

すが、それに相対するものにハーグ条約というものがございます。この条約は

戦闘方法とか武器の使用の制限を規定しております。戦争を否定しているわけ

ですが、国際紛争や内戦などが起こった場合に、戦闘の方法はこの方法でやり

なさい。この方法だったらやっていいですよということを逆に規定しているわ

けです。 

国際人道法という名前はあるのですが、今この平和な日本の国で一人、二人、

人をあやめると死刑になったり、刑事罰が下る訳ですが、この規定の中で、戦

闘地域という中では、ハーグ条約で具体的に言うと、戦闘員は戦闘服を着まし

ょうと。背広を着た人が急にピストルを出して撃ったら、それは反則だという

ことです。こういう武器は使ってはいけない、というものの中に毒ガスなどが
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あるのですが、細かいところではダムダム弾といいましてね、一つのピストル

から弾が出て、腕を貫通したら、だいたいもう戦う気が無くなって白旗を挙げ

るわけですけれど、腕を貫通する他に、その前に銃弾が炸裂して、その銃弾の

破片が顔・体中、散弾銃ではないのですが、破片が一杯に突き刺さるという、

そういう銃があります。先端がちょっと凹凸になっているのですが、そういう

兵器はもういいではないかと。殺傷能力が十分ある兵器でやる以上、無用な苦

痛を与えてもしかたがないから使わないでおこうと。 

そういうのを使わなかったら、規定された兵器を使う中でなら人を殺しても

いいと書いてあるわけです。非常に恐ろしい法です。ただ、種々の規則を決め

すぎることをしたら戦争にならないのではないかということですが、今のこの

規定の中で戦争ができているのだからまだいいのだと。何もかも細かく全部規

定し過ぎて戦争ができなくなると、逆に全てを守らなくなるのでこの位かな、

というところを防衛大学の専門家の講演で聞いたことがあります。 

その他に、文化財保護条約。生物毒素兵器禁止条約。対人地雷禁止条約はオ

タワ条約といわれるもので、小渕さんのころ批准した条約で、これによってカ

ンボジア等でも埋設された地雷の撤去を行っています。数年間で埋設したもの

を全て安全に掘り起こすには１００年ぐらいかかるのだということで、人類の

犯した過ちを今、清算しているところですかね。 

おおまかな概念はそういうところです。国際人道法といっても、実は恐ろし

い一面があるのです。各国の赤十字社はしていないですけれど、先程申し上げ

ました ICRC は、開発途上国の兵士に対して戦いのルールはこうなのだと逆にお

知らせしているような、そういう役割もあります。そうしないと人道が達成さ

れないということでしているのです。 

 

○ ジュネーヴ条約の誕生 
スライドは、赤十字の創始者アンリー・デュナン、私たち赤十字の父と申し

まして、スイスの出身でございます。製粉業を営む普通の事業家だったのです

が、ある必要性が生じてナポレオン皇帝に会いに行く必要があって、その時に

イタリア北部のソルフェリーノという地でイタリアの統一戦争、フランス・イ

タリアの混成軍とオーストリア軍が戦っていた戦場に行きました。一日に何万

人という兵士が殺し合いをして、生ける屍がソルフェリーノの丘の一帯に、す

ぐ近くにカステリオーネの町があるのですが、その時に無惨な状況を見まして、

アンリー・デュナンはカステリオーネの町の人たちと協力をしまして、教会を

利用して、敵、味方の区別なく、戦いを放棄した戦闘員ではない人、傷病者は

敵・味方の区別なく、救助の手を差し延べようと、人として扱いましょうと。

以前の戦いですと、そのまま放置されていたわけです。止めを刺したらまだま
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しなんですが、そのままで銃創がどんどん傷んできて、３日、４日、５日とか

けて言ったら何ですが、亡くなっていくような状況をなるべく無くし、助けて

いこうと。その時の活動を３年後に「ソルフェリーノの思い出」として、回想

録を発行しましたところ、それが今でいうベストセラーになりました。そうす

ると、その考えに共鳴するいろんな動きが出てきました。 

「ソルフェリーノの思い出」の中でアンリー・デュナンは２つの提案をしま

した。１つは戦場での実体験に基づいて、負傷した兵士は敵、味方の区別なく

救護するために、平和な時から各国にこういう人たちを救護する団体を置きま

しょうという提案をしました。これが各国に赤十字社が誕生するいきさつでご

ざいます。 

もう１つの提案は、その戦場で活動する救護団体が安全に活動できるような

国際的な取り決めを結ぼうということです。この２つ目の提案が後の１８６４

年のジュネーヴ条約の誕生に結びついたわけでございます。ですから、この辺

からジュネーヴ条約イコール赤十字条約であるといわれる所以でございます。 

 

○ ジュネーヴ条約 
ジュネーヴ条約は、１８６４年の陸戦における傷病者保護の条約です。この

頃は陸戦しかなかったわけです。だんだん時代が現代に近づいて来るにしたが

って船を使った戦い、海戦など戦い方がだんだん変わってきているわけです。 

私たちがいま言っているジュネーヴ４条約というのは、１９４９年８月１２

日のジュネーヴ４条約を指します。ジュネーヴには、国連をはじめ、ICRC、難

民高等弁務官事務所などいろいろな国際機関がある関係で、ジュネーヴ条約は

山とあるわけです。そのために、年代、日付をしっかりとさせないと分からな

いので、私たちは「１９４９年８月１２日のジュネーヴ４条約」ということで

区別をしているわけでございます。 

第１条約、第２条約を「陸の条約」「海の条約」と呼んでおります。「陸の条

約」は 

・戦場では国籍に関係なく傷病兵を看護、治療する。 

・赤十字標章を尊重し、保護しましょう。 

 スライドに示した自衛隊医療要員の写真では赤十字の標章をつけて戦場にお

ける救護のトレーニングをしているところです。戦場における救護もイメージ

がわきません。この日本の中にあって、例えばこの協議会で話をしております

「事態認定」の事態も、事態それ自体がイメージできない。後ほどまた切り分

けてお話しますが。戦場においては安全に救護できないといけないので、私は

戦闘員ではありませんということで、マークをしっかりとつける。特に戦場に

おける軍の医療要員については腕章をつけましょうということになっています。
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このため、我々赤十字社の人間でも腕章は禁止されています。そういうさまざ

まなルールがございます。 

第２条約の「海の条約」も同じようなことです。 

・海上の傷病者は、国籍を問わず収容して看護する。 

上陸したら陸の条約の範疇に入るということで、内容としてはほぼ同じです。

宗教要員も尊重されることになります。 

第３条が捕虜の条約です。 

・ 敵国に捕らえられた軍人は捕虜となる。 

捕虜にはそれぞれに権利があり、 

・ 家族に手紙やハガキを出し、受ける権利がある。 

捕らえられた時に「うちのお父さんはどうしているのだろう」と、家族が心

配します。安否情報を提供する事務局を作って、今 A 国と B 国が戦って、A

国に B国の捕虜がいると B国に対し A国にいる捕虜のリストはこれだと。出

身地、収容所の場所は、元気ですよと。それに対して手紙を出して受け渡し

ができる、そういう権利があります。捕虜は常に人道的な待遇を受けられま

すというようなことがあります。 

例えば、武力紛争が終結したら捕虜は速やかに解放する。解放するだけの資

力がない国もあるのですが、その時は、スライドの飛行機をご覧下さい。ここ

に赤十字のマークがついているのですが、赤十字国際委員会がチャーターして、

早く送り返す努力もします。 

捕虜の取り扱いについても、この間イラクで捕虜の扱いに対するひどい事件

がありましたが、捕虜に対して人道的に処遇されていますか、ご飯食べていま

すか、拷問を受けていませんかというような、スライドのように赤十字国際委

員会の代表が接見などの役務を行うことができるということです。紛争当事国

の人間がいる中でどうだと聞かれれば、本当のことが言えないのですが、そう

いう立会人なしで赤十字国際委員会の人間は、どちらの国にも属さないという

ことで信頼されています。赤十字国際委員会のメンバーというのは９９パーセ

ント、スイス人です。残念ながらよその国の人間はいない。そういう意味でス

イスの、永世中立国であることが世界中に認められているという力はすごいと

思います。 

第４条約が文民保護の条約です。ここでは文民とは何かということをきっち

りと規定しまして、戦闘員以外は全て文民なのだと。 

・ 戦争の影響を受けた人はすべて差別なくその基本的権利を保障される。 

・ 一般の人々を、攻撃から逃れるための盾とするなど、軍事利用の禁止。 

 文民を安全地帯へ輸送するのだといいながら、作戦行動になってはいけない

のだと。それを盾にして同じように保護されているから、その同じ車両の中に
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武器弾薬を積めば確実に届きますから、保護されるということです。そういう

事象についても非常に厳密に定義されていて、軍事利用には一切使ってはいけ

ないということが、この第４条約には記されております。 

 

○ ジュネーヴ４条約の共通第３条 
１９４９年ジュネーヴ４条約の共通第３条というのがありまして、この第３

条には同じ文言が書かれております。これのみが、非国際的武力紛争に適用さ

れる内容を書いておりまして、全てのジュネーヴ条約を凝縮したような内容が

書かれているということで「ミニ条約」と呼ばれておりますが、この５行をみ

ると、ジュネーヴ条約とは大体そういうことかということがわかると思います。 

・ 敵対行為に参加していない者を、差別なく保護すること。 

・ 生命、身体に対する暴行、人質、個人の尊厳に対する侵害、軍事裁判による

刑の言い渡しや執行をしてはならない。 

・ 傷病者は収容して看護しなければならない。 

・ ICRC は、その役務を紛争当事国両方に提供できる。 

 ICRC は、紛争当事国の要請で調べに行くわけではなく、ジュネーヴ条約その

ものが守られているかを調べに行くわけです。紛争の調停者にはなりません。

「もう戦争をやめれば」などということはしません。それは第三国の役割です

から、赤十字はあくまでも、人道的な観点で調査をすることに徹しております。 

 

○ 1977 年の 2 つの追加議定書 
第二次大戦が終わりました。ベトナム戦争が１９７５年に終わりました。ベ

トナム戦争の中でもやはり、ゲリラ・ベトコンという言葉が流行りましたが、

戦いの方法、手段、形が変わってまいりました。枯れ葉剤を散布したりとか、

あの頃は許されたのでしょうが、今はとんでもないことです。ダイオキシンで、

今でも大変なのですけれども。 

そういうことで、４条約だけでは縛りきれない内容があるということで、新

たに２つの追加議定書が示されました。第１追加議定書全１０２条で「国際的

武力紛争の犠牲者保護に関する」もの。第２追加議定書は、それを補足して「非

国際的武力紛争の犠牲者保護に関する」。これに２００４年８月３１日に日本は

加入したのです。くどく言いますが、アメリカは残念ですけれど加入しており

ません。 

 
○ 第１追加議定書 
第１追加議定書の内容を要約すると、 

・ 戦闘の方法、手段は無制限ではない。 
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ハーグ条約に基本的には入っている内容でもあるのですが、両面から規制をか

けているところです。 

・ 難民の保護。 

・ 一般の人々の生存に不可欠な物の保護。 

 浄水場とか食料倉庫とか。攻撃は軍事目標に限定するということで、軍事施

設以外は攻撃したらだめだと。イラク戦争の中でも言われてましたが、「攻撃目

標は軍事目標だけです」と。ちょっと計算が狂った、などとよくアメリカが言

っていますが。アメリカも２０００人以上の被害者が出ています。戦争という

のは、だからよくないですね。 

・ 文民保護組織を詳細に規定。 

文民とはどうなんだ、ということがいろいろあったのですね。ですから、治

安維持に加わる警察の方や消防署の方も、全て文民の保護組織の中に入れてい

るということです。戦闘員以外は全て文民だと、いう考えでいいかと思います。 

 スライドで示したように、ジュネーヴ４条約で保護になっていない人への人

道的保護の拡大も書かれております。 

 

○ 第２追加議定書 
第２追加議定書には 

・ １５歳に達していない子どもの徴兵禁止。 

１５歳以下ではやはりジャッジ（判断）できない、できない人にそういうこ

とをさせてどうするのだ、洗脳して使ってどうするのだと。ベトナム戦争でも

そうだったのです。その辺にいるかわいらしい子どもが急に兵器を取り出し攻

撃するということがあったらしいのです。カンボジアのポルポトの中でも少年

兵部隊とかがありましたが、そういうことも禁止項目にうたわれております。 

・ 一般の人の強制移動は、住民の安全確保と重要な軍事的理由によって行う以

外は禁止。 

・ 標章使用の明文化もここできっちりと言っています。 

 

○ 特別に保護される対象 
特別に保護される対象をスライドの１から７番まで書いてありますが、結構

重要でして、病院、安全地帯、これは見たとおり傷者・病者を治療・看護する

場所ですので戦地となったエリアの中の病院において一般の人がここに避難す

るのは違反になるのです。傷者、病者、その看護・治療を目的にする以外は、

そこには逃げ込んだらだめなのです。基本的に。 

安全地帯というのは普段からあるのですが、自国の領域とか占領地区におい

て、傷者、病者とか老人、１５歳未満の児童、妊婦または７歳未満児の母を紛
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争の影響から保護するために、それぞれの関係当事国。例えば、A と B の国が

戦争をしているとします。A と B の国の両方がここを安全地帯にしますよ、と

どちらかが提案して、「OK ですよ」と決めたところが安全地帯になります。ま

ずこれが安全地帯です。 

次に中立地帯を申しますと、基本的に全て戦時に設定されるのですが、例と

しては１９８２年のイギリスとアルゼンチンの間で行われたフォークランド紛

争があります。この時に ICRC の提案によって、フォークランド諸島の首都、ポ

ートスタンレーの大聖堂周辺を中立地帯にしようと、海戦が占めていたので病

者、傷者を病院船が救助するとか、近くに軍艦が来たら撃ち合いしちゃいます

から、病院船の活動地域を確保しましょうと、これはイギリスが提案し、その

近くの公海上に直径二十海里、約３７キロの中立地帯、赤十字ボックスという

エリアを設定しました。イギリスがポートスタンレーの大聖堂付近を中立地帯

にしましょう、アルゼンチンがイギリスの提案の中立地帯を赤十字ボックスに

しましょう。ここは中立地帯だから一切の戦闘行為を行わないと。戦闘エリア

の中にあっても、そういうエリアを確保することができるという例が、この中

立地帯でございます。 

昨今、わがまちは「無防備・・・」「非核何とかで安全地帯・・・」などいろ

んな表現をされる自治体があるのですが、「無防備地区」というのはやはり戦時

に、相手国に「ここを無防備地区にするから」と宣言し、いいですよと受領が

ないと無防備地帯とは言えないのです。無防備地区にするための条件としては

最低４項目。 

・ エリアからは全ての戦闘員は移動できるのだから、進入を禁止する。 

・ 固定の軍施設がある場合は、「絶対使用をしない」とのことから、封印する。 

・ 無防備地区に相手国が入った場合なども、敵対する側の住民が攻撃するなど

の行為を一切してはならない。 

・ エリアの人が通信行為や武器弾薬を隠し持つなど、自国の作戦行動について

の支援行為をしてはいけない。 

ということが明確に決められています。そういう中においての無防備地区で

あることをご理解いただきたいと思います。非常に残念ですが、「わが町は」と

いうふうに宣言されるところがあります。すること自体は違法ではありません。

国際法上、戦闘の惨劇から逃れられるかというと、「１００パーセント、逃れら

れる保障はない。」ということはお伝えしておきたいと思います。残念ですが、

そういう性格のものですよということで、安全地帯、中立地帯、無防備地区が

あります。 

あと、4 番からは危険なエネルギーを内蔵するもの、一般住民の生存に不可

欠であるものなど、書いてあるとおりでございます。 
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ここまでがジュネーヴ条約の基礎中の基礎、概略の半分が終わりました。 

 

○ 赤十字・赤新月標章について 
皆さんが普段から見慣れているのは赤十字の標章と思いますが、スライドは、

私がバングラデッシュに行った時のものですが、そこには赤十字赤新月社連盟

といいまして、世界の 185 の赤十字社の連合体があるのですが、バングラデッ

シュは世界の最貧国で、その国の国家予算がどこかの市の予算より少ないよう

なところです。 

赤十字社の活動がままならないところですが、そういう国に対して世界の比

較的余裕のある赤十字社が、赤十字の活動、人道が達成できるようにと援助を

差しのべている国が東南アジアを中心に結構あります。そういうところに代表

部をおいて活動しているのですが、その車のロゴがこちらです。 

 

○ 赤十字・赤新月標章等の由来 
赤十字標章の由来は、スイス国旗、アンリー・デュナンがスイスの人なので

スイスの国旗に敬意を表し、その反対、白地に赤十字を使い、赤十字の標章が

できました。 

同様に、赤十字はキリスト教を連想するから、イスラム圏の国ではそれは嫌

だということで、トルコの国旗の新月を反対にして、赤新月（レッド・クレセ

ント）を使っています。全世界 185 の中の３０数か国がこの赤新月を採用して

います。どう決めるかというと、日本もそうですが、日本赤十字社の社法の第

５条「日本赤十字社は白地赤十字をもって社標とする」と書いてありますので、

日本国内ではこの赤新月は使っておりません。赤十字のみが有効な標章です。 

なかなかご存知ない方も多いのですが、革命前のイラン、パーレビ王朝の時

代ですが、イランでは赤のライオン及び太陽の標章が使われておりました。た

だ、これはまだ条約が改正されていないものですから、実は今も有効でして、

使っている国は無いのですが、現在、有効な標章としては、レッドクロス、レ

ッドクレセント、先程の赤のライオン及び太陽の３つが有効な標章として定義

されています。 

ただ、現在使われているのは赤十字と赤新月標章の２つだけです。 

スライドに示しておりますとおり、新たな標章ということで、第３追加議定

書が昨年１２月に成立しまして、その後、今年の６月に赤十字国際会議におい

ても承認を受けましたので、早くて本年ギリギリ、または来年の６月ぐらいま

でには、日本も加入すると思うのですが、加入した場合は、このレッドクリス

タルも有効な標章の一つになります。イスラエルが提唱しておりまして、レッ

ドクロスはキリスト教、レッドクレセントはイスラム教、など宗教色があり、
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宗教的にニュートラルなマークが初めてできたのだということで、イスラエル

が主張するのをアメリカの強い支援で承認されました。この真ん中には、好き

なマークを付加して良いということにもなっています。 

レッドクリスタルですので、日本語訳、これは外務省の外交文書で批准した

ときに日本語訳ができるのですけれど、「赤水晶」（せきすいしょう）になるか

と思っていたのですが、これはどこかの宝石屋さんが登録商標でとっているそ

うなので、国内においては使えません。ですから「赤（あか）水晶」と言うの

ですかね、いまのところ「赤い水晶」かな、とも言われておりますが、公式の

ものは出ておりません。こういったマークも今後出てきますよ、というところ

です。 

 

○ 赤十字･赤新月標章の二つの意味 
先程から申しました、標章には 2 つの意味があります。通常、今、非常に平

和な日本の国において使っている表示というのは、私の名札にも小さな赤十字

標章が付いておりますけれど、ピタッとどこかに貼れば「赤十字の者ですよ」

という、表示のマークとしての役割が第一番です。事態認定されるようなエリ

ア以外では、保護なんて一切必要は無いです。皆さんも保護されなくてもいい

ですよね、この時点では。私を保護して下さい、なんて人はいませんよね。 

もう一つは、そういう紛争エリアにおける保護としての役割があります。   

特別な保護をする所とか、スライドは南アフリカの軍の衛生部隊の車両で、

大きく赤十字マークが標されています。日本国内で、こんなに大きなマークを

車両につけるのは基本的に禁止です。なぜなら表示ということでは小さくてい

いのです。 

保護の場合はめちゃくちゃ大きくしています。では、保護の場合の具体例と

しては、病院においては、スライドのようにこんなに大きな表示が、このぐら

いしないとやはり分からない。爆弾を落とされてしまうわけです。そんなとこ

ろは、地図に何も病院とは書いていない、といってもやはり肉眼で見て、やは

りここは特別に保護されるところなんだ、と言うことの必要がある場合には、

こんなに大きなものを示すんだと。 

ただ、赤十字マークをつけていれば、撃たれないとのことで、スライドのよ

うにマークを戦闘機とかに標すのは重大な誤用の例ということです。 

国内では、皆さんご存知ないみたいで、クリニックとか救急箱とか、赤十字

のマークを付けた色々なものが出回っておりますが、基本的には禁止されてお

ります。なぜ禁止されているかを、この後お話しますが、標章に関する国内法

では、「赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する法律」があり、違反者は

３０万円以下の罰金で刑事罰になります。前科もつきますから、お気を付け下
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さいといったところです。スライドで例示すると、こういう看板を見つけます

と、私どもの総務の方から、「ジュネーヴ条約に違反していますから、その看板

は撤去したらどうですか？」と言うと、「何を言うてんねん、うちのマークだ」

と言いがかりを付けてこられるので、法律の条文を持って行って、「30 万円取

られちゃいますけど、いいですか？」というと、大体すぐ取り下げてくれます。

最近では、ユニクロプラスやヤフープラスに申し入れをしました。 

普段からあちらこちらに赤十字マークがあると具合が悪いのです。本当に保

護が必要なときに、日本の国には赤十字マークがあちこちにあるから、どれを

保護していいか分からないじゃないかと、いい加減に使っているなら攻撃して

もかまわないじゃないか。「ドント・シュート」（攻撃不可）のマークに全然な

らないのです。 

しかも、少し色が違うから、サイズ・比率が違うといってもダメなのです。

本当に緊急のときに保護されるマークを付けたい。保護されなければならない

施設があるときには、白地に赤の十字になってさえいれば、それが赤十字マー

クとして保護の対象になるのだ。2 センチ違う、ちょっと斜めだ、非常時には

そんなに正確には書けないんですね。白地に赤十字を書けば、特別に保護され

るエリアになる。そういう時のためにも、普段からいい加減に使っているとそ

ういう時に効力を発揮できなくなるのです。赤十字マークというのは、戦時、

有事における、人の命を守る非常に重要なマークなので、普段からお手軽、お

気軽に使うのは少し具合が悪いのです。 

 

○ 赤十字標章の交付と管理 
赤十字標章を平時に使うのは、防衛庁の自衛隊の衛生部隊と日本赤十字社。

日本赤十字社は、他の団体に対しても赤十字マークの使用許可を与える権限が

平時にはあります。よく、バレーボールの国際大会で、「そ～れ」とやっている

横に、救護所に赤十字マークが付いていますが、あれも無料で救護をしたいか

ら、という申請をしていただき、許可を与えることで、使用することが許され

ます。 

これが有事には一転しまして、赤十字社の許可の権限が無くなります。管理

者は厚生労働省、知事、政令市長になり、文民医療機関等の請求があれば赤十

字標章を渡し、民間の場合は自主制作してくださいということで許可を与える

ことができるのです。逆に赤十字社の中で、医療施設ではないものは、付けて

いる赤十字標章を隠す必要があります。大阪府庁の隣にも私どもの 9階建ての

会館がございますが、あのマークのところだけは、有事になったら隠せるよう

にしてあります。 

日本赤十字社は国民保護法の中におきましても役割を守って行く。また、赤
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十字標章の使用の制限が新たに付け加わったということです。 

 

○ 赤十字の７原則 
日本赤十字社だけでなく、世界の赤十字社がそうなのですが、スライドに示

した人道を達成するために、この７つの原則に基づいて活動をしております。

色々な依頼が赤十字社にはまいりますが、この 7原則に沿っていない場合は、

国や厚生労働省、総理大臣が言って来ても、断ることができます。非常にあり

がたい行動基準の中で活動できる団体であると言えます。 

 ジュネーヴ条約は国と国との約束である「条約」なのです。国と国の約束を

守るのは、一言で言えば国の役割です。ただ、赤十字の色々な活動の中に、国

ではできないことがある、そのため第三者機関ということで、赤十字にその業

務を委託しているというわけです。ただ、国から１００パーセント運営費をも

らうと、国に物申すことができないので、国から直接お金は 1円ももらってい

ないのです。ただ、一般の国民の皆様からお寄せいただく「社資」と私たちの

呼ぶ寄附金を運営資金に事業をしています。ただ、大阪で言えば、わずか 34

人のスタッフで、府下の１件 1件に「年間５００円の拠出をお願いします。」と

廻るわけにもいかないものですから、この辺の役務を各市町村の担当の方にお

願いし、地域の皆さんの労力をいただいて、大阪府下一円から毎年１０億円近

いご寄附をいただいている団体です。その費用の全ては人道的活動のために使

わせていただいておりますので、今後とも赤十字の活動に、ご理解とご協力を

いただければとのお願いを含めまして、私の話とさせていただきます。ありが

とうございました。 

 

 

（議長：林部会長） 

 神谷課長どうもありがとうございました。ご質問等があればお受けしたいと

思いますが、いかがでしょうか？ 

 では李委員のほうから。 

 

（李委員） 

神谷さんどうもありがとうございました。このような非常に貴重な情報は知

っているようで意外と知らないのが現実なので、中学、高校で、社会科の一環

だとか、日本史、世界史といっているものより、こういうものをきちんと教え

るべきだと思います。ありがとうございます。 

２点だけ、冒頭で捕虜に対する虐待で「イラン」とおっしゃいましたけれど、

「イラク」の間違いですね。 
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アメリカによる捕虜に対する虐待なので、結局、メディアがああいう事件を

発覚したのか、誰がああいう実態を暴露したのかということと、もう１件は１

９５５年ぐらいから１０年ぐらいにわたって、約１０万くらいの在日朝鮮人が

北朝鮮に帰国して行くのですけれども、その帰国事業、帰還事業に日本赤十字

が深く関わっていることに関して、これの解説は長くなると思うのですけれど

も、もしご存知でしたら教えていただきたいと思います。 

 

［神谷課長］ 

イラクのアブグレイブ？ ちょっと、カタカナが苦手なので忘れました。あ

の事件が発覚する以前から、捕虜が一人でも入った時点から ICRC が中で接見を

いたします。その実態はわかっておりました。でもそれを ICRC が、赤十字がリ

ークすると、赤十字は今後とも全世界の捕虜収容所に入ることができなくなり

ます。あくまでも中立なので、当時国に対して、アメリカに「やめなはれ」と

いうことは文書で数回の注意をしているわけです。ですが、改善されなかった。

といううちに、「人の口には戸は立たない」で、有名なマスコミの、アメリカ人

の方がリークして露見したということで、赤十字社は一切それに関し当事国に

対して勧告は与えますが、リークはいたしておりません。これは間違いありま

せん。 

それと在日の帰還事業、確かに大阪が一番多かったのですね。その頃、まだ

私は子どもでもありまして、先般、ちょうど支部の工事で、その時の資料を見

たときに、深く関わっておりました。ただ、赤十字は人道的措置として深く関

わっている、というのはその時に、今でもそうですが、北朝鮮との国交が無い

わけです。外務省のホームページにしても外国、つまり国として認めているリ

ストに北朝鮮は入っていないのです。 

昔のパスポートをご存知の方は「北朝鮮以外の国の関係者は頼む」と書いて

ありますね。国として認めていない。ということは、日本国としてその活動を

することができない、支援をすることができないのです。国の歳費としては１

円も支出ができないという考えに立っております。そうなると国内のとりまと

め等をどこかに頼まないといけない。その時に頼む、依るべきところは赤十字

社しかないので、日本赤十字社がそれをしていいのかどうかを非常に悩んだ文

章もありました。そのいきさつをすべて書いた内容でジュネーヴの赤十字国際

委員会に、「こういう内容で国から依頼を受けているが、これは赤十字の７原則

に基づいて、いいとは思うけれどどうだ。」それはやはり必要であろう。離散家

族を一つにしてあげるということですので、人道的措置を当時は、今長い歴史

がもっといかなければわからないですけれど、良かったか、悪かったかの賛否

両論がありますけれども、その時点におきましては、日本国政府もいろんな意
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味で推奨したのでしょうね。それを実施できる機関が赤十字しかなかったので、

赤十字はそれを窓口として請け負ったということでございます。 

 

（議長：林部会長） 

 よろしいでしょうか。他に何かございますか。 

 

（福田委員） 

今のようなお話、いろんな学校教育、社会教育の中で大事なことをわかりや

すく、中立公正に、見やすいものを出していらっしゃるような気もするのです

けれど、あまりお金がかからないでどこかで上映できるような、そういうアニ

メっぽいもの、国連の活動とかアムネスティが出したものはとても人権教育に

役立っていますから、そのようなことがあれば、お金も必要だと思いますが、

そんな形で今日のような情報は大事ですけれど、知ることができたらいいと思

いますので、お願いしておきます。 

 

（議長：林部会長） 

お願いということで承っておいて。他に何か、よろしゅうございますか。 

それでは神谷課長、本当にありがとうございました。拍手をもって御礼申し

上げたいと思います。どうもありがとうございました。 

赤十字標章にしても、たいへん深い意味があるのだということがおわかりい

ただけたと思います。 

 それでは続きまして議題（１）の「（仮称）大阪市国民保護計画（案）」につ

いてご審議いただきたいと思います。事務局のほうからご説明をお願いします。 

 

（事務局：住民保護企画担当課長） 

 それでは、（仮称）大阪市国民保護計画（案）について、ご説明させていただ

きたいと存じますが、それに先立ちまして、パブリック・コメントの実施結果

について、ご説明申し上げます。 

 

 お手元の「資料３（仮称）大阪市国民保護計画（素案）に関するパブリック・

コメントの実施結果について」をご覧いただきたいと存じます。 

 ９月２２日に開催させていただきました第２回協議会におきましてご承認

いただきました計画素案に関しまして、広く市民の皆様からご意見等をいただ

きますため、大阪市の「パブリック・コメント手続に関する指針」に則りまし

て、パブリック・コメントを実施いたしました。 
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 まず、「１．実施の概要」でございますが、意見の募集期間としましては、平

成１８年１０月２日（月）から１１月１日（水）までの１ヶ月間、計画素案の

配布・閲覧場所としては、市役所本庁舎の危機管理室及び行政資料センター、

市内２４区の各区役所、西区にございます公文書館、梅田、難波、天王寺にご

ざいます大阪市サービスカウンター、これらの場所に計画の素案本文と概要版

を配置するとともに、本市のホームページにもそれらを掲載いたしました。意

見の募集方法といたしましては、電子メール、郵送又はファックス、あるいは

危機管理室に直接提出していただくかの何れかの方法によりまして、書面によ

り募集いたしました。 

 

 次に、「２．意見の提出状況」でございますが、ご意見を提出していただきま

した方は５名でございまして、その提出方法といたしましては、電子メールが

２名、郵送が２名、ＦＡＸが１名でございました。また、意見の項目数といた

しましては、お一人の方からいただきました意見の書面の中に複数のご意見が

含まれている場合もございましたので、全部で９項目ございまして、その内訳

といたしましては、「計画の策定に関する意見」が３項目、「計画の内容に関す

る意見」が５項目、「その他の意見」が１項目ございました。 

 

 ２ページをご覧いただきたいと存じます。 

 「３．意見の要旨及びそれに対する本市の考え方」でございますが、２ペー

ジ以降に、ご意見の要旨とそれに対する本市の考え方を、項目ごとに記載いた

しております。 

 

 まず、「（１）国民保護計画の策定について」でございますが、これは、国民

保護計画の策定そのものに対するご意見でございまして、２ページにございま

す①②のご意見と、３ページにございます③の、３つのご意見がございました。 

 なお、①と②は別の方からのご意見でございますが、「本市の考え方」との関

係から、まとめて記載させていただいております。 

 「意見の要旨」といたしまして、まず、①でございますが、 

・戦争が起こらないことが第一である。しかし、民主主義の選挙で選ばれた 

 行政の責任者には備える責任がある。 

というもの。一方、②でございますが、 

・計画の作成に反対である。大阪市に侵攻する国はありえず、ミサイル攻撃で

は逃げる間もない。この計画は、日本が戦時になったときに市町村レベルで

国民の総動員体制を作り上げることが目的であり、国民の戦争協力体制を地

域住民で確立させ、反対できない状態を作る。私は防衛の名の下に始まるで
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あろう侵略戦争に一切協力しない。 

というものでございます。 

 

 これらに対します「本市の考え方」といたしましては、その下に記載してお

りますように、 

・武力攻撃や大規模テロなどは、決してあってはならないものであり、国にお

ける外交努力による安全保障環境の構築が何より重要であると考えています。 

・しかしながら、万が一にもそうした事態が発生した場合に備えて、武力攻撃

などから国民の生命、身体及び財産を保護し、また、国民生活等に及ぼす影

響を最小とするため、国民保護法が制定されました。 

・この法律では、武力攻撃や大規模テロなどの事態に際して、市町村長は、そ

の国民保護計画で定めるところにより、「住民の避難」、「避難住民等の救援」

及び「武力攻撃災害への対処」に関する措置などを実施しなければならない

とされています。 

・本市としては、市民の生命、身体及び財産を保護するという本市の責務を果

たすため、国民保護法に基づき本計画を策定し、平素からの備えに努めるも

のです。 

とさせていただいております。 

 

 次に３ページをご覧いただきたいと存じます。 

 ２ページと同じく、計画の策定そのものに対するご意見でございますが、「意

見の要旨」といたしましては、 

・武力に頼らず、平和的な外交努力によって世界の平和に貢献することこそが

日本国憲法の求めるところである。国民保護計画の作成そのものが戦争準備

の一歩であり、計画作成そのものをただちに中止するよう求める。大阪市は

世界の各都市と経済的、文化的交流を深めることで平和に貢献してほしい。

また、政府にも自衛隊の海外派遣など武力に頼らず、平和的な外交努力によ

って世界の平和に貢献するよう求めてほしい。 

というものでございます。 

 それに対する「本市の考え方」でございますが、まず、１つ目から３つ目ま

での段落では、前のページの「本市の考え方」のところでご説明いたしました

ように、 

・武力攻撃や大規模テロなどは、決してあってはならないものであり、国の外

交努力が何より重要であるが、万が一の事態に備えて国民保護法が制定され、

市町村長は、その計画で定めるところにより、保護措置を実施することとさ

れており、本市としては、市民の生命、身体、財産を保護するという本市の
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責務を果たすため、同法に基づき本計画を策定するものです。 

といたしております。 

 

 また、４つ目の段落のところでは、平和への貢献に関しまして、 

・なお、本市では、平成 7年 12 月に市会の議決を経て「平和都市宣言」を行い、

その中で「日本国憲法の基本理念である恒久平和と国是である非核三原則を

踏まえ、核兵器の速やかな廃絶を強く訴え、国際社会の平和と発展に貢献す

る」として、平和の実現や非核三原則についての本市の姿勢や考え方を既に

明らかにしております。今後とも、「平和都市宣言」に基づきまして、市民一

人ひとりに平和の尊さを伝え、広く人々に平和を希求する心がはぐくまれま

すよう、さまざまな施策・事業を推進してまいります。 

とさせていただいております。 

 

次に４ページをご覧いただきたいと存じます。 

 「（２）防災等の取組みとの関係について」のご意見でございます。「意見の

要旨」といたしましては、 

・地域での既存の取組みは住民主体型でボトムアップ的な要素が盛り込まれて

いるが、本計画素案ではトップダウン方式のいわば官僚制のヒエラルキー体

制の確立を彷彿する。ゆえに第１編第２章の「９ 地域防災計画等に基づく取

組みの蓄積の活用」の記述は削除すべきである。 

というものでございます。 

 

 それに対する「本市の考え方」でございますが、まず、１つ目の段落では、 

・自然災害や事故災害では、地域防災計画等に基づき市町村が主体となって対

策を実施しますが、武力攻撃事態等においては、その原因が国の外交関係に

起因するものであり、国が外交ルートなどを通じて収集した情報に基づき的

確な判断を下し、責任をもって地方公共団体に指示を行うものであることか

ら、国民保護法では国から地方公共団体に指示が出されることになっており、

本計画素案では国からの指示に基づき措置を実施することを基本としていま

す。 

ということで、防災などと国民保護との違いについて記載しておりまして、次

の２つ目の段落でございますが、 

・このように自然災害等と武力攻撃等による災害では、発生原因の違いにより

その対応が異なるところがありますが、緊急事態において市民の生命、身体

及び財産を保護する対応ということでは同じであり、武力攻撃事態等への対

処にあたっても、例えば、防災行政無線などの情報通信手段の活用、備蓄物
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資や資機材の活用、被災者に対する医療救護の提供体制など、防災等の取組

みの蓄積が活用できる部分があると考えています。 

ということで、両者に違いはあるものの、活用できる部分があることについて

記載しております。さらに、次の３つ目の段落では、前回の企画部会でご意見

をいただきまして、計画素案の記述を改めました「緊急対処事態への対処」に

関する記述の内容について記載しておりまして、 

・また、大規模テロなどは、突発的に発生し、発生当初は事故との判別が困難

なことが多いと考えられるため、国から指示がある前の段階においても、現

場において初動的な被害への対処が必要となることが想定され、その場合、

本市としては、地域防災計画等に基づき迅速に当該事案に対処することとし

ています。 

としております。そして、これらを受けまして、４つ目の段落では、 

・こうしたことから、本計画素案において基本方針として、「地域防災計画等に

基づく取組みの蓄積の活用」を掲げています。 

とさせていただいています。 

 

 次に５ページをご覧いただきたいと存じます。「（３）避難方法について」の

ご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、 

・武力攻撃を大規模災害と捉えているのではないか。戦闘地域からの避難方法

が最も重要であり、どのように避難誘導するのかが欠落すれば計画は根底か

ら揺らぐと考えるべきである。 

というものでございます。 

 それに対します「本市の考え方」につきましてご説明申し上げます前に、ま

ず、国民保護における避難方法などの定め方につきましてご説明申し上げたい

と存じます。 

 

 恐れ入りますが、お手元の「資料２（仮称）大阪市国民保護計画（案）」をご

覧いただきたいと存じます。 

 計画案の５２ページをお開きいただきたいと思います。５２ページでござい

ます。よろしいでしょうか？ ページの中ほどよりやや下の方にございます「第

３節 避難誘導」「１ 避難誘導の流れ」のところでございますが、ここでは、

市長は、府知事から避難の指示があったときは、直ちに避難実施要領を定め、

その避難実施要領の定めるところにより、避難住民の誘導を行うものとしてお

ります。 

 そして、次の５３ページの１行目以下のところでは、市長は、避難の指示が

あったときは、あらかじめ作成しておいた「避難実施要領のパターン」の中か
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ら、最も適切なパターンを選ぶなどして、直ちに避難実施要領を作成する、と

しておりまして、枠囲みの中に記述しておりますように、法律では避難実施要

領には、 

・避難経路、避難手段その他避難方法に関する事項、 

・避難誘導の実施方法、関係職員の配置その他避難誘導に関する事項、 

・ 上記のほか、避難の実施に必要な事項   

を定めることといたしております。 

 ここで、「避難実施要領」というものについてでございますが、「実施要領」

という名称から、避難の実施のために「事前に定めた規定」のようなものの印

象をもたれるかもしれませんが、法律上はそうではなくて、緊急事態が発生し

た、まさにその時に定めるものを、「避難実施要領」と呼んでおります。 

 一方、「避難実施要領のパターン」といいますのは、これは、国の基本指針の

中で定められております名称でございますが、緊急時に素早く「避難実施要領」

を作成するために、想定される事態のタイプごとに、あらかじめ作成しておき

ます「避難実施要領のひな形」のようなもののことを、そのように呼んでいま

す。 

 「避難実施要領のパターン」とは具体にどのようなものかと申しますと、恐

れ入りますが、お手元の『資料４「避難実施要領のパターン」のイメージ』を

ご覧いただきたいと存じます。 

 これは、消防庁が作成した「避難実施要領のパターン作成に当たって」とい

う資料の中から、ご参考として、３つの「避難実施要領のパターン」の例を抜

粋したものでございます。 

 まず、１ページから２ページの「パターン１」は「弾道ミサイル攻撃の場合」

を想定しました「避難実施要領のパターン」即ち、あらかじめ作成しておきま

す「避難実施要領のひな形」の例示でございます。 

 「避難実施要領のパターン」は、ご覧いただいておりますように、ある程度

事態の状況などを想定いたしまして、それに対する具体的な避難方法、避難誘

導の方法などについて定めるものでございます。なお、詳しいご説明について

は、省略させていただきたいと存じます。 

 次の、３ページから４ページにございます「パターン２」は、「ゲリラ・特殊

部隊による攻撃の場合」で、「昼間の都市部における突発的な攻撃の場合」を想

定しました「避難実施要領のひな形」でございます。 

 また、次の５ページから７ページにございます「パターン３」は、同じく「ゲ

リラ・特殊部隊による攻撃の場合」で、「都市部における化学剤を用いた攻撃の

場合」を想定した「避難実施要領のひな形」でございます。 

 このように、想定されます事態のタイプごとに作成した「ひな形」の一つひ
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とつを「避難実施要領のパターン」というふうに呼んでおります。 

 

 次に、この「避難実施要領のパターン」をどのように作成するかにつきまし

て、ご説明申し上げます。恐れ入りますが「資料２」の計画案にお戻りいただ

きたいと存じます。先ほどのところから少し飛んで申し訳ございませんが、１

０４ページをご覧いただきたいと存じます。１０４ページでございます。よろ

しいでしょうか？ 

 ここは、避難に関する「平素の備え」について記述している箇所でございま

すが、上から５行目の「３ 避難誘導」の「(1)避難実施要領のパターンの作成」

のところでは、事態が発生したときに速やかに避難実施要領が作成できるよう、

市長は、複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成することとし、作成

にあたっては、想定される事態を念頭に置き、避難先までの距離、避難までの

時間的余裕などを踏まえるとともに、要援護者の避難方法などや、昼間人口の

存在、交通渋滞の発生状況などに配慮して作成することといたしております。 

 

 以上、少し長くなりましが、本計画案におきます、避難方法などの定め方に

ついてご説明申し上げました。恐れ入りますが、「資料３」の５ページにお戻り

いただきたいと存じます。 

 「武力攻撃を大規模災害と捉えているのではないか、また、計画に避難方法

が欠落しているのではないか」というご意見に対します「本市の考え方」でご

ざいます。まず、１つ目の段落では、４ページのところでご説明いたしました

ように、 

・武力攻撃等による災害と大規模災害では、発生原因の違いによりその対応が

異なるところがあり、避難方法に関しましても、例えば、弾道ミサイル攻撃

などの武力攻撃の場合と、地震や津波、洪水などの自然災害、あるいは大規

模な火災などの場合とでは、それぞれ異なるものと考えております。 

・さらに、武力攻撃や大規模テロにおきましても、弾道ミサイル攻撃なのか、

鉄道の爆破テロなのかといったように、その態様や攻撃の手段などによって

避難方法がさまざまに異なると考えています。 

としております。 

 そして、２つ目の段落では、前回の企画部会でご意見をいただきましたとお

り、 

・想定されるさまざまな事態における具体的な対応について、すべて本計画に

盛り込むことは困難であるため、計画の第１編・第１章の「総則」で記述い

たしておりますように、本計画には、保護措置等の実施に関する基本的な枠

組みを定めるものとし、 



 24

・ 事態の態様や攻撃の手段などに即した避難方法等については、本計画の策

定後に、先ほどご説明申し上げました、想定される事態のタイプごとに作成

する「避難実施要領のパターン」、即ち「避難実施要領のひな形」の中で定

めてまいる 

こととさせていただいております。 

 なお、「避難実施要領のパターン」の作成につきましては、先程ご覧いただき

ました「資料４」の「避難実施要領のイメージ」や、計画案の記述の中にもご

ざいますように、想定される事態を念頭に置いて作成する必要がございますこ

とから、本計画の策定後、具体的な実施手順などについて別途定めます「実施

マニュアル（仮称）」と併せて検討いたしまして、緊急性の高いと考えられる事

態から順次、作成してまいりたいと考えております。 

 

 次に６ページをご覧いただきたいと存じます。「（４）避難における車両の使

用について」のご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、 

・避難の妨げとなる道路上の車両の通行禁止及び車両での避難の禁止が欠落し

ている。 

というものである。 

 それに対します「本市の考え方」といたしましては、まず、１つ目の段落で

は、前のページでご説明いたしましたように、 

・本計画においては、保護措置等の実施に関する基本的な枠組みを定めること

としており、避難に関しては、事態の態様や攻撃の手段などによって避難方

法がさまざまに異なると考えられることから、事態に応じた避難のあり方に

ついては、本計画の策定後に、「避難実施要領のパターン」の中で定めること

としています。 

としております。 

 また、交通規制に関しましては、恐れ入りますが、「資料５」をご覧いただき

たいと存じます。 

 これは国民保護法の抜粋でございますが、法の第１５５条では、都道府県公

安委員会は、保護措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、緊急

通行車両以外の車両の通行を禁止又は制限できる、と定めております。 

 そこで、「資料３」の６ページにお戻りいただきまして、２つ目の段落でござ

います。 

・交通規制については、府公安委員会が国民保護法第１５５条の規定に基づき

実施することとされていますが、本市としても、特に必要があると認めると

きは警戒区域を設定し、当該区域内への立ち入りを制限又は禁止することを、

本計画素案に記述しています。 
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としております。 

 さらに、３つ目の段落では、車両での避難に関しまして、 

・また、避難における自家用車等の使用の可否については、避難の実施に関し

て検討すべき重要な項目であると考えていますので、必要に応じて、「避難実

施要領のパターン」の中で定めてまいる。 

こととさせていただいております。 

 

 次に７ページをご覧いただきたいと存じます。「（５）核攻撃の場合の避難に

ついて」のご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、 

・核攻撃の場合、地下鉄をシェルター替わりに使用すること、また、そのため

にどうするかなどの実施計画が欠如している。 

というものでございます。 

 それに対する「本市の考え方」としまして、まず 

・国の基本指針においては、攻撃に核兵器が使用される場合として、弾道ミサ

イル攻撃の場合や航空攻撃の場合などが想定されており、核攻撃の場合の避

難に関しては、核爆発に伴う熱線、爆風等による被害を受ける地域について

は、爆心地周辺から直ちに離れ、地下施設等に避難することなどが示されて

います。 

としておりまして、次の２つ目の段落では、前のページのところでご説明申し

上げましたとおり、 

・事態に応じた避難のあり方については、本計画の策定後に、「避難実施要領の

パターン」の中で定めることとしており、 

３つ目の段落では、 

・「避難実施要領のパターン」の作成にあたっては、核兵器が使用される恐れの

ある弾道ミサイル攻撃などの場合の避難方法等に関して、国の基本指針など

を踏まえ、地下駅舎等の地下施設への避難についても定めてまいります。 

とさせていただいております。 

 

 次に８ページをご覧いただきたいと存じます。「（６）過去の経験を踏まえた

備えについて」のご意見でございますが、「意見の要旨」といたしましては、 

・「備え」については過去の経験から議論されるべきである。スイス・スウェ

ーデン・ノルウェー等の諸国は、たとえ原爆の爆心地の近くでも地下１階に

いたことで熱線・爆風・衝撃波が避けられたという広島の事実に学び、戦後

一貫して公共の地下シェルターだけでなく、民家にも地下室を奨励し、国民

を守る実質的な備えをしてきた。東京大空襲では 10 万人が死亡し、当時の

防空壕が役に立たなかったように評価されているが、もしそれがなかったな
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らば、死者は 5倍から 10 倍に達していた。 

というものでございます。 

それに対します「本市の考え方」としては、まず、１つ目と２つ目の段落では、 

・国の基本指針においては、弾道ミサイル攻撃などがあった場合には、できる

だけ近傍のコンクリート造り等の堅ろうな施設や建築物の地階、地下街、地

下駅舎等の地下施設に避難することとしています。 

・弾道ミサイル攻撃の場合の避難など事態に応じた避難のあり方については、

本計画の策定後に、国の基本指針などを踏まえ、「避難実施要領のパターン」

の中で定めてまいります。 

としております。また、核シェルターなどにつきましては、市町村が独自に対

応することは困難であると考えており、３つ目の段落で、 

・ なお、核シェルターなどの防護施設の整備については国の施策が必要であり、

国民保護法第 150 条では「政府は、武力攻撃災害から人の生命及び身体を保

護するために必要な機能を備えた避難施設に関する調査及び研究を行うとと

もに、その整備の促進に努めなければならない。」と規定されていることから、

国の動向を注視してまいりたいと考えています。 

とさせていただいております。 

 

 次に９ページをご覧いただきたい。「（７）ジュネーヴ条約の周知について」

のご意見でございます。「意見の要旨」としては、 

・戦時には軍隊である自衛隊と行動を共にすると攻撃対象となり、非武装の民

間人は攻撃対象から外されるというジュネーヴ条約を、この計画を作る前に

市民に周知徹底させてほしい。この計画より先に、降伏の仕方、捕虜の扱わ

れ方、民間人は保護されるということなどジュネーヴ条約を知っておく方が

よい。 

というものでございます。 

 それに対する「本市の考え方」といたしましては、まず、１つ目と２つ目の

段落で、 

・条約については、内閣が締結権を有し、国会の承認を経たうえで批准するも

のであり、条約の国民への周知については、外交事務として外務省において

実施されています。 

・本市としては、先ほど３ページの「平和への貢献」のところでご説明申し上

げました「平和都市宣言」、並びに平和に関する種々の決議に基づいて、世界

の人々と市民レベルでの国際交流を積極的に推進するなど、国際社会の平和

と発展に貢献する国際平和人権都市大阪づくりを進めてまいります。 

としている。 
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 また、３つ目の段落でございますが、ここでは第 1回企画部会でご意見をい

ただきまして計画素案に記述いたしておりますように、 

・なお、本計画素案においては、保護措置の実施時における措置従事者の適切

な対応を確保するため、本市職員の研修にあたっては、赤十字標章等及び特

殊標章等の交付・管理などジュネーヴ条約に関する知識等について研修の内

容とすることとしています。 

とさせていただいております。 

 なお、先ほど、神谷課長のご講演の中でも若干関連したところがございまし

たが、この「意見の要旨」の冒頭の「戦時には軍隊である自衛隊と行動を共に

すると攻撃対象となり」という部分に関連しまして、国会での議論がございま

したのでご紹介させていただきたいと存じます。 

 武力攻撃事態等における自衛隊による避難住民の誘導につきましては、国民

保護法に定めがございますが、本年６月に提出されました衆議院の「国民保護

法に関する質問主意書」では、「戦時に自衛隊が住民の避難誘導にあたることは、

住民が攻撃の巻き添えになることを防ぐため、戦時に軍と民を厳密に区別する

国際人道法の原則に反するのではないか」という質問がなされております。 

 それに対しまして、政府の答弁書では、「軍事組織が住民の避難誘導に当たる

としても、これが軍事行動から生じる危険から住民を保護することを目的とし

たものであることを踏まえると、このような活動が、直ちに国際人道法に反し

ているとは言えない」とされている。 

 こうした議論を踏まえ、事務局としては、法律の規定並びに国の見解に基づ

いて、本計画案の原案を作成したところでございます。 

 

 以上、パブリック・コメントの実施結果といたしまして、実施の概要、意見

の提出状況、並びにいただきましたご意見の要旨及びそれに対する本市の考え

方などについて、ご説明させていただきました。 

 なお、ただ今ご説明申し上げました「意見の要旨とそれに対する本市の考え

方」につきましては、本市のホームページ等で公表してまいります。 

 

 次に、「資料２」の「（仮称）大阪市国民保護計画（案）」についてご説明申し

上げます。 

 ただ今、ご説明申し上げましたとおり、いくつかの事項について、パブリッ

ク・コメントでいただきましたご意見を踏まえまして、計画策定後の作業にあ

たってまいりますが、いただきましたご意見に基づいて、計画素案の本文を修

正する箇所はなかったものと考えております。したがいまして、本日お示しし

ております「計画案」の記述は、前回の「計画素案」の記述と同じものとさせ
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ていただいております。 

 

 計画案についてのご説明は以上でございます。何とぞよろしくご審議のほど

お願い申し上げます。 

 

（議長：林部会長） 

どうもありがとうございました。ただ今のご説明に対して、委員の皆さんの

ほうから何かご質問、ご意見等がございましたら承りたいと思いますが、いか

がでございますか。 

５名の方から９件のご意見をいただいて、今、縷々ご説明いただいたように

市としての見解というのを見てまいりますと、基本的には第２回の企画部会で

まとめました素案に修正する必要はないのではないかというのが原案でござい

まして、素案を今回は案というふうに変えさせていただいて第３回協議会に諮

りたいということになると思いますが、いかがでございましょうか。 

どうですか。 はい、李委員。 

 

（李委員） 

弾道ミサイルの可能性を考えると、中東諸国から飛んで来るということは考

えにくくて、ありえるのは北朝鮮だと思うのです。それにかかわる人のためを

思って言うのですが、この原案の 14 ページ、「国籍（出身地）と記述はされて

いるのですが、韓国、朝鮮、この朝鮮というのは国籍ではないし、出身地でも

ない。彼らの先祖のお墓が北朝鮮に位置していたために自分達は朝鮮籍のまま

でいた人たちではないのです。イデオロギー的に韓国を支持しなかった人が朝

鮮籍のまま残った。 

したがって正確に言えば彼らは無国籍者であって、北朝鮮出身、朝鮮半島の

出身と言えば正しいのですが、法務省の外国人に対する記載の方法が問題であ

って、補足がなければ朝鮮の人たちは何らかの方法で北朝鮮に関与しているの

ではないかと思われがちゆえに、いわゆる朝鮮籍の人たちの今、どういう位置

にいらっしゃるのかという補足説明があれば非常にありがたいと思います。枚

方市のほうではそれの補足説明を入れてくださったのです。誤解がないように、

そのような記述があれば非常にありがたいと思います。 

 

（議長：林部会長） 

今のご発言を、ご意見としてまず承りたいと思いますが、市のほうのお考えが 

あれば。 
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（事務局：住民保護企画担当課長） 

ただ今いただいたご意見ですが、ご指摘のとおり、昭和４０年の法務省見解

におきましては、外国人登録上の国籍欄の朝鮮というのは国籍ではなくて、朝

鮮半島の出身者であるということを示すとされております。こういう点を踏ま

えまして、第１回企画部会６月２１日にお示ししました骨子案では「国籍別」

という記述にしておりましたものを、計画素案の段階で、「国籍（出身地）別」

に修正したものでございます。この括弧書きがなくて「国籍別」ということで

すと、この分は国籍ではないという注釈を入れたりする必要があるのですが、

括弧書きの中で出身地を含むという記述をしておりまして、どの名称が出身地

で、どの名称が国籍であるということを細かく、明確に区分するというのも必

要性としてなかなか難しいところがございますので、「国籍（出身地）別」とい

う記述にさせていただいたところでございます。 

 

（議長：林部会長） 

一応、今のご説明を承ると、李委員のご説明は考慮してあって、そういう意

味で（出身地）と書かせていただいたというのが答えになりますが、それでは

どうでしょうか。李委員、もう一度何かありますか。 

 

（李委員） 

 日本の方たちの印象もお聞きしたいのですが、いかがでしょうか？ 非常に

誤解があるのですよ。韓国、朝鮮というところで、並列に並んでいるのでほと

んどの方は「北朝鮮人だ」というふうに誤解があるので。そしてそういう有事

があったときに危害の対象になるのは彼らだろう、というふうに私は想定して

言っているのです。準備段階の段階で彼らの位置付けを正確に理解する必要が

あるのではないかなあというのを持ってこの意見を述べました。 

 

（議長：林部会長） 

他の委員の皆さんからも何か意見を。もっと考えれば、そこまでセンシティ

ブにならないでもいいのではないかという気もするのですよね。別にどっちが

何人と書いてあるわけではないので。韓国・朝鮮と書いてある部分が合わせて

およそ９万人という事実が書いてあるということで、素直に読むと。あまりそ

こまで背景知識がないのが大方の人だとすると、９万人かというところで終わ

ってしまう気もするのですが。 

 

（李委員） 

 補足説明を詳細にしてしまうと、保護の立場で言ったにもかかわらず、反対
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に挙げ足をとられる可能性もあるのですが、配慮としては（出身地）と入れら

れたので、意見として。 

 

（議長：林部会長） 

はい、わかりました。他に何かございますか？ もしよかったらどうぞ。よ

ろしいですか。基本的には特定の外国を想定してもかまわないのですが、そう

いう書き方にはしていないので、あまり、どこかの国だけをグッと上げるとい

うこともないのかなあという気もいたします。そういう意味では（出身地）と

いうのが、そういう意味なのだと。ですから、わかる人にはわかるキーワード

には埋め込まれていますから。 

大方のわからない人には９万というので通るというふうに、僕なんかは思っ

てしまいまして、ある意味ではいい加減なのかもしれませんけれども。そうい

うことを言い出すと、それぞれに国々は事情を抱えておられるでしょうから、

こういう表現で書かせていただいて、わかる人にはわかっていただくようなこ

とですまさせていただいたらどうかと思いますけれども。 

 

 

（福田委員） 

これからも世界の情勢の中で、そういうことを越えて、人の命を守るという

方向性のほうがいいのでは？ 

 

（議長：林部会長） 

 ここは事実を淡々と書いていると。（出身地）ということをキーワードにさせ

ていただいて、言外の意味があることにご理解いただくことにさせていただい

たらと思います。 

この件はそのような形の処理にさせていただいたらと思います。 

他のポイントについて何かご意見、ご質問等があれば承りたいと思います。 

 

（灘本委員代理 豊岡氏） 

質問ではないですが、お聞きしたいことがあります。３回目ということで、

これで最後と思いますので、まとめに際しまして、整理してお教えいただきた

いと思います。 

これで「大阪市の国民保護計画ができた」「大阪府の国民保護計画ができた」

ということでございますので府と市の国民保護計画の違いを、整理のためにこ

こだけが違うというポイントを再整理のために教えていただきたいということ

が１点。もう１点、これは大阪市の国民保護計画でございますので、最初の地
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理的条件とかが出てきていますので、これは大阪市の特徴が出ていると思いま

す。それ以外の対処法とか措置のほうは全国ベースで計画ができていると思い

ますので、大阪市が独立的にとっている措置につきまして、この分が大阪市が

特別にとっている措置だというところがありましたら、それを整理のために端

的に教えていただきたいということです。この２点だけをまとめていただけま

したら。 

 

（議長：林部会長） 

わかりました。府と市の計画の違い。相互関係と言い直してもいいかと思い

ます。そこについての整理をしていただけたらということと、対応について、

何か大阪市独自のものがあるのかどうか。あれば教えていただきたいという、

この２点のご質問をいただいたと思います。事務局、よかったらお答えくださ

い。 

 

（事務局：住民保護企画担当課長） 

１点目の大阪府の計画との違いでございますが、細かく見ていきますと、い

ろいろなところが違っていますので、ここで全てご説明することは難しいので、

非常に概念的になりますが、大まかな違いをご説明させていただきます。 

先程の本市の考え方の中でもご説明させていただきましたように、国民保護

の場合は国の指示に基づいて、都道府県、市町村という流れで対処していく訳

でございますので、当然、都道府県の立場というのは国からの指示を受けてそ

れを市町村に伝える、指示をするということで計画を作られております。一方

大阪市は政令市で、直接住民に接する自治体でございますので、大阪府の指示

を受けまして、直接、住民に対してどういうふうに指示を伝えたり、警報を伝

えたり、対応していくかということを中心に作らせていただいた計画でござい

ますので、役割の違いということが大阪府の計画との大きな違いでございます。 

他の市町村の計画との違いですが、現在、大阪市がこうして計画を作ってお

りますように、他の市町村も同じスケジュールで作っております。政令市であ

ります大阪市と政令市以外の市町村では役割の違い、政令市は都道府県と同じ

立場に立って救援を実施するという違い、がございます。 

それから、政令市の計画の中でも大阪市の計画の特徴としましては、これも

何度か出てまいりましたけれど、計画としましては、保護措置の実施に関する

基本的な枠組みを定めまして、具体的な事態への対処については「実施マニュ

アル」であるとか、先ほどご説明させていただきました「避難実施要領のパタ

ーン」、こういったものを作成するにあたって具体的な事態を想定して作ってい

く、ということとしておりますので、計画の中に具体的な被害の想定であると
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か、避難の方法を入れたものではないというところが、これも市町村によって

作り方がまちまちかもしれませんけれども、大阪市の計画としてはそういう形

をとらせていただいております。 

もう１点、緊急事態が起こった時というのを前面に置いて、計画の構成につ

きましても、最初に申し上げましたように、平素の備えを先にもってくるので

はなくて、緊急時にこういったことを実施する、そのために平素どうするかと

いうのを後ろに書いてあるということ。これもご意見をいただきましたが、緊

急対処事態が発生した時には、「何が起こったのか」「どういう事態なのか」が

わからないような場合にでも、緊急に初動体制ができるということにも配慮し

た計画にさせていただいています。概ねそういったところでございます。 

 

（議長：林部会長） 

よろしいでしょうか。明確になりましたか？ どうぞ。 

 

（武智委員） 

一つだけ、解釈の違いを。実態は同じだと思いますが。大阪市と他の自治体

の違いが、私の解釈では他の自治体はほとんど赤十字奉仕団が実務行為のトー

タルのイニシアティブを持つのではないかと思います。大阪市に関しては地域

振興会という名前でこれを進めると。その辺りの私の考えは大阪の地域振興会

というのは非常に特殊な、実態は赤十字奉仕団と同じ部分とそうでない部分と

があると。むしろ赤十字奉仕団の活動に加えて、よりダイナミックな活動をし

ているという点も違うのではないかと。これらが頭の中に入っていないと、普

通の赤十字奉仕団のような錯覚でもしこれを作られたら、地域振興会の立場か

らいうと機能が違うのではないかという面もよい意味で、その辺の個性が違う

のではないかと。「オリジナリティーがある」とよい方向への評価を私はしたい

のです。 

 

（議長：林部会長） 

今、お言葉をいただいたように、大阪が特殊なのであって他は赤十字奉仕団

というのがないのです。他の町はどこも、地域振興会型、自治会型を中心に、

こういう国民保護でも地域の末端を担っている形になっているのが普通だとご

理解いただいたほうがいいのではないかと。そういう意味ではむしろ大阪も、

表面上は全国と似たような形で地域振興会、あるいは自治会を中心としたよう

な形で、皆さんの集まり、自治会的な側面を中心にこれを動かしますというこ

とですが、実態はそこに赤十字奉仕団のような形でもっと密接にいろいろなネ

ットワークがある部分が、大阪が隠し玉で持っている、大変大きな力になるの
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ではないかということです。実は計画上は読めないのですが、大阪の実態とし

てそういうものがあるとご説明をいただいたのではないかと思っております。 

最初、豊岡さんのほうからご質問をいただいた、大阪で何か特異なものが読

めるかといわれたら、実は読めないのですけれど実態としてそういうものがあ

るということを今、武智委員のほうから補足でご説明をいただいたと理解をさ

せていただいてよろしゅうございますでしょうか。 

これは事務局には聞かずにこのままにしてしまいます。他に何かご質問ござ

いますか。よろしゅうございますか。 

それでは、この仮称ですが「大阪市国民保護計画（案）」、前回の素案を表紙

だけ内容的には変えたものでございますけれども、この企画部会のほうから大

阪市の国民保護協議会のほうへ「案」として答申させていただくことをお諮り

をしてみたいと思いますが、ご承認をいただけますでしょうか。 

よろしゅうございますか。ありがとうございます。 

それでは承認いただきたいと思います。 

議題にはもう一つ、その他というものがございます。これは案そのものだけ

ではなくて、この企画部会の今までの活動全体に関わることというふうに理解

をさせていただきますが、これにつきまして、ご意見、ご質問等あれば発言を

承りたいと思うのですが、いかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

それでは、もしご質問がないようであれば、私のほうからもまとめをと考え

ております。 

先ほど豊岡さんのほうからお話があった「大阪市に特徴はあるのか」と聞か

れたら、文言的には余りないと私は思います。国民保護の計画というのは、基

本的にはどこで起こるのかわかりませんので、ある意味では、どこで起こった

としても、国として最低限、きちんとできるようにというのが根底にあるので

す。それでいろいろとトップダウン的な部分も見えてきている。そういう意味

で言えば、昨年度都道府県が作り、本年度その計画を踏まえた形で市町村が作

りということで、去年、今年、２年間かけて一応体制としては国民保護ができ

るような形で整ったと。もし何か起こった時に当該の市町村だけで対応するの

は難しいですので、それを所管しておられる都道府県が応援に入られる、現場

で活動していただくのは近隣ないし、他の市町村の皆さんに応援をいただくと

いうようなことを考えると、バラバラの認識でバラバラに動いてしまいますと

実があがらない。そういう意味で計画が標準的であることというのは非常に重

要なことです。そういう意味で大阪市としては基本的な枠組みをきちんと守る

という意味では粛々と計画の立案をしてきているというのがまず、第一点だと

思うのです。そういう意味ではいきなり飛び跳ねたユニークさということを競

ってきているわけではないと。 
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第１回、第２回、第３回と、今回３回のご議論をいただきました。委員の皆

さんに活発にご議論いただいて、そういう意味では大阪市民、それこそ国籍や

出身地などで差別することなく、大阪の市民の皆さん、大阪にいてくださる人

たちをこういった危険な状態から保護するのだという、実をあげるべく、文言

については非常に細かい配慮をいたしましたし、国際人道法としての扱いを整

合的にできるということの整理もしっかりなされているという意味では、目立

ちませんけれども言葉の端々については、大変磨かれた計画になっているので

はないかと思っています。 

さらに、先ほどの地域振興会と赤十字奉仕団のように、大阪の隠し玉のよう

な力もありますので、いざという時にこういう枠組みで動くんだと、いうご理

解をこれからされやすいのではないかと思います。 

国自体も、この計画ができて終わりとは思っていないと私も理解をしていま

すけれど、文言に書かれていることをどう実体化するかというところですから、

これを踏まえて実際の実行のマニュアルですとか、あるいはそこにかかわる各

組織の皆さんの研修、訓練ですとかが必要になります。また、まだ国民保護の

問題はいろいろな誤解や思い込みが多く、多くの方に知られていないこともあ

りますので、広く市民の皆さんに啓発していく活動とか、今度は次のステージ

に入っていくという意味ではこれがたたき台として実体化していく意味では優

れた計画ができたのではないかと思っております。ひとえに今日ご参加いただ

いております委員の皆さんのご審議によるものだと思っている次第でございま

す。 

以上のようなところが、私が個人で、この３回の企画部会で感じたところを

お話させていただいて、まとめというところにさせていただきたいと思います。 

 最後に、今後のスケジュールにつきまして、事務局のほうからご説明をいた

だけたらと思います。 

 

（事務局：住民保護企画担当課長） 

 今後のスケジュールにつきまして、ご説明申し上げます。 

 本日、ご承認いただきました計画案につきましては、お手元の「資料６計画

策定スケジュール（案）」にも記載させていただいておりますとおり、１月中旬

頃に幹事会を開催しましたのち、１月下旬頃に第３回協議会を開催いたしまし

て、本市に対する答申をいただきたいと考えております。 

 詳細につきましては、改めて委員の皆様方に日程調整等させていただきたい

と存じますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

委員の皆様方におかれましては、本日ご審議いただきました「案」につきま

して、本日いただきましたご意見の他にも何かご意見等がございましたら、今
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月末頃までに、事務局宛にご連絡をいただきたく存じます。どうぞよろしくお

願い申し上げます。 

以上でございます。 

 

（議長：林部会長） 

 もう本当に最後になりますが、何かご発言賜わることがございますでしょう

か。よろしゅうございますか。 

それでは、以上をもちまして、本日の議題をすべて終了とさせていただきた

いと思います。皆様のご協力によりまして、会議が円滑に終了させていただく

ことができましたことを深く御礼申し上げます。 

 以上で事務局にマイクをお返ししたいと思います。ありがとうございました。 

 

（事務局：危機管理室長） 

ありがとうございました。第３回で企画部会、一応終了となりました。 

この間、特に林部会長におかれましては格別の御尽力を賜わりまして、誠に

ありがとうございました。委員の皆様方にも貴重なご意見をたくさん賜わりま

して、今後とも、私どもの市政に活かしてまいりたいと思います。大変ありが

とうございました。 

以上をもちまして、「大阪市国民保護協議会 企画部会」を閉会させていただ

きます。 

 本日は、どうもありがとうございました。 


